
尼崎ＪＲ脱線事故における検察審査会起訴議決を受けた会長談話 

 

本日、尼崎ＪＲ脱線事故について、神戸第一検察審査会の審査において、二

度目の起訴議決がなされました。これは、改正検察審査会法の下、明石歩道橋

事故に続き全国で二件目の起訴議決になります。 

起訴議決がなされると、裁判所から指定された弁護士が、検察官の職務を行

う指定弁護士として公訴を提起し、その維持にあたることになります。 

今回の起訴議決は、検察官の公訴権行使のあり方に民意を直裁に反映させて、

その実現を図るという改正検察審査会法の趣旨を具体化したものと言えます。 

兵庫県弁護士会としては、裁判所から、指定弁護士の推薦依頼があれば、然

るべき弁護士を推薦し、また、指定弁護士の職務執行が適正かつ円滑に行える

ように、裁判所、検察庁との協議を行うなど適切に対応します。 

特に、尼崎ＪＲ脱線事故は、107名もの人命が失われ多くの方が負傷された大

事故であり、時効成立まで約 1 か月しかないところ、争点の判断が難しく、記

録も膨大であるなど指定弁護士の職務執行には様々な困難が予想されます。よ

って、裁判所に対しては指定弁護士には少なくとも 3 名の弁護士が指定される

こと並びに指定弁護士から追加指定の申し入れがあれば速やかにこれに応じる

ことを、検察庁に対しては指定弁護士が補充捜査権限を充分行使できる態勢を

整えること並びにその職務執行が円滑におこなわれるような執務環境を整備す

ることを強く要望します。 

また、今回の起訴議決を受けて提起される公判においては、改正検察審査会

法の趣旨目的が実現されるとともに、起訴された被告人にとっても適正な手続

きが保障されなければなりません。 

当会としては、今後、本制度について、刑事司法全体の観点から検証・検討

をしていく所存です。 
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